
「第４９回外資系企業動向調査」の概要 

 

 １．調査の概要 

(1) 調査の目的 

外資系企業動向調査は、我が国における外資系企業の経営動向を把握することにより、今

後の産業政策及び通商政策の推進に資することを目的としています。 

 

(2) 調査の法的根拠及び秘密の保護 

本調査は、統計法に基づいて経済産業省が実施した一般統計です。また、この調査により

報告された記入内容は、統計法第４１条によって秘密が保護されています。 

 

(3) 調査の対象 

本調査は、２０１５年（平成２７年）３月末時点で以下の条件を満たす我が国企業を対象

としました。 

①外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している企業 

②外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している国内法人が出資する企業で

あって、外国投資家の直接出資比率及び間接出資比率の合計が３分の１超となる企業 

③上記①、②いずれの場合も、外国側筆頭出資者の出資比率が１０％以上である企業 

 (注１)外国投資家とは、本調査においては非居住者である個人、外国法令に基づいて設

立された法人その他の団体又は外国に本社を有する法人その他の団体をいいます。 

 (注２)直接出資比率とは、資本金又は出資金総額に占める外国投資家の株式又は持分の

比率です。間接出資比率とは、外国投資家の国内法人への出資比率に国内法人か

らの当該企業への出資比率を乗じたものです。 

 

(4) 調査方法 

対象企業に調査票を配布し、対象企業が記入して提出する郵送調査にて実施しました。 

 

(5) 調査時点 

本調査は、２０１５年（平成２７年）３月末現在、又はそれ以前で最も近い決算時点にお

ける２０１４年度（平成２６年度）及び２０１４年度末（平成２６年度末）の実績について、

２０１５年（平成２７年)８月１日に調査を実施しました。 

 

(6) 調査事項（詳細は巻末「調査票」参照） 

①企業の概要等 

②操業状況等 

③雇用の状況（常時従業者数） 

④事業所の種類・機能 

⑤売上高、仕入高 

⑥費用等の状況 

⑦収益の状況 



⑧資産の状況 

⑨日本の投資環境について 

⑩日本のビジネス（事業活動）コストについて 

⑪日本における雇用・人材について 

⑫日本企業との業務提携について 

⑬今後の日本企業との業務提携について 

⑭今後１年間の雇用見通しについて 

⑮今後の日本での事業展開について 

 

(7) 回収状況 

    調査対象企業数               ５，９５０社（前年度５，７７１社） 

    回収企業数                   ３，５９２社（ 〃 ３，４８０社） 

    回収率                       ６０．４％（ 〃 ６０．３％） 

    有効回答（操業中）企業数     ３，３３２社（金融・保険業及び不動産業を含む） 

                   ３，１３１社（金融・保険業及び不動産業を除く） 

（注１）２０１０年（平成２２年）調査より、金融・保険業及び不動産業も調査対象とな

りました。 

（注２）２０１１年（平成２３年）調査より、持株会社を経由した間接出資のみならず事業会

社を含むあらゆる国内法人からの間接出資も対象としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２．利用上の注意 

 (1) 調査結果に対する留意点 

① 集計に当たっては、有効回答のみを集計しました。このため、項目によって集計企業の

数にばらつきが生じています。 

② 本調査の結果を前回調査、あるいはそれ以前の調査結果と比較する場合には、前回まで

調査対象外であった企業が今回調査で対象となるなど調査対象企業数及び回収率の違い

等に留意する必要があります。 

 

(2) 地域定義 

母国籍とは、外国側出資者の所在国を指します。また、国とあるのは所在地域を含む場合

があります。 

なお、本文中において、アメリカ系とはアメリカ合衆国が母国籍の場合を指し、北米系と

は、カナダを含む地域が母国籍である場合を指します。 

 

(3) 業種分類 

本調査の業種分類は、日本標準産業分類に準拠しています。 

 

(4) 用語、記号及び注記 

① 本文中の用語は以下のとおりです。 

「回収企業数」：調査票回収企業数 

「集計企業数」 ：操業中でかつ当該項目に回答があった企業数（金額については単位

未満の回答を除く） 

「世界計」   ：集計企業合計を指します。母国籍別に見たときに使用しています。 

「全産業」   ：集計企業合計を指します。産業別に見たときに使用しています。 

「全法人企業」 :特に断りのない限り、国内の全法人企業を指します。財務省の「法

      人企業統計」を用いています。 

② 表中の記号は以下のとおりです。 

「x」  企業数が１又は２のため、秘匿したことを示します。 

 なお、この秘匿によっても「x」の箇所の数値が計算によって算出されるおそ

れのあるものについては、企業数が３以上でも秘匿した箇所があります。 

「-」 該当数字なし 

「0」 単位未満 

③ 単位未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

④ 本文中の表は主要業種を掲載しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

⑤ 本文中の前年度比、比率については、調査単位の百万円で算出しています。 

 

(5) 比率の算式 

それぞれ分母、分子の両方の項目に回答のあった企業の集計値で算出しています。 

 （第13表関係） 

 総資本経常利益率 ＝ 
経常利益

総資産
 × 100 



 売上高経常利益率 ＝ 
経常利益

売上高
 × 100 

 売上高当期純利益率 ＝ 
当期純利益

売上高
 × 100 

 自己資本利益率 ＝ 
純資産

当期純利益
 × 100 

 自己資本比率 ＝ 
総資産

純資産
× 100 

 

(6) 問い合わせ先 

    この統計表についての問い合わせは、経済産業省貿易経済協力局貿易振興課あてにご連

絡ください。 

        郵便番号100-8901 東京都千代田区霞が関一丁目３番１号 

                    電話 03-3501-1511（代表） 内線3181 

                          03-3501-1662（直通） 

                    E-Mail gaishi-chosa@meti.go.jp 

       資料掲載（インターネット） 

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/gaisikei/index.html（日本語版） 

     http://www.meti.go.jp/english/statistics/tyo/gaisikei/index.html（英語版） 
 

(7) その他 

   この統計表に掲載された数値を他に転載する場合は、「外資系企業動向調査（経済産業省）」

による旨を記載してください。 


